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被保険者から保険料を徴収し、後期高齢者医療制度の財源の約1割を賄う。

被保険者から保険料を徴収し、後期高齢者医療制度の財源の約1割を賄う。
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被保険者から保険料を徴収し、後期高齢者医療制度の財源の約1割を賄う。
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被保険者から保険料を徴収し、後期高齢者医療制度の給付費の約1割を賄う。
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事業：後期高齢者医療保険料徴収事業                                

１．事業の概要 

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方々の医療を国民皆で支えるしくみであり、医療にかかる費用のうち、

窓口負担を除く部分について、公費（約５割）、現役世代（７５歳未満の方）からの支援金（約４割）、被保険者

からの保険料（約１割）によって負担した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：後期高齢者医療保険料徴収事業                             

１．細事業の概要 

  後期高齢者医療制度の財源のうち、約１割は、被保険者から徴収される保険料で賄われる。保険料は、広域連

合が被保険者個人単位で賦課し、市が徴収した。保険料は所得に応じて賦課される「所得割」と受益に応じて等

しく賦課される「被保険者均等割」により構成されており、さらに低所得者等への軽減措置が設けられている。    

保険料の徴収は、主に年金からの特別徴収により次のとおり行った。 

 

(1)現年度分 

区   分 調   定   額 収納額（還付未済額含まない） 収納率 

特別徴収分 ７８６，５８９，５２１円   ７８６，５８９，５２１円   １００．００％ 

普通徴収分  ４６３，３３０，９３４円  ４５６，７８２，４３１円  ９８．５９％ 

計 １，２４９，９２０，４５５円  １，２４３，３７１，９５２円  ９９．４８％ 

 

(2)過年度分 

区   分 調   定   額 収納額（還付未済額含まない） 収納率 

特別徴収分 ０円  ０円 ― 

普通徴収分  ８，６４０，３８０円  ３，４８５，１７２円 ４０．３４％ 

計  ８，６４０，３８０円  ３，４８５，１７２円 ４０．３４％ 

 

【 後期高齢者にかかる医療費負担のしくみ 】 

被保険者の保険料 約１割 

後期高齢者支援金 

[現役世代（75 歳未満の方）の保険料]  
約４割 

 

公費 約５割 
 

＜負担比率＞ 

国：都道府県：市町村 

＝４：１：１ 

窓口負担 


